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第10節 周産期医療体制

１ 現 状

○ 北海道の出生数は、平成17年には４万1,420人でしたが、平成27年には３万6,695人

となり、全ての第二次医療圏で減少し、全体では約11.4％の減少ですが、30%以上減

少している地域もあります。

出生場所は、昭和25年には、「自宅・その他」で97.4%が出生していましたが、昭

和45年には、8.9％となり、代わりに「病院・診療所」が80.7％、「助産所」が9.2％

と増え、さらに平成27年には、「自宅・その他」は0.2％となり「病院・診療所」が

99.5％、「助産所」が0.3％と推移しています。

○ 低出生体重児（2,500グラム未満）の出生割合は、平成２年に6.9％、平成12年に

9.1％、平成22年に9.8％と増加した後は、横ばいで、平成27年は9.3％となっていま

す。

○ 本道における産婦人科医師数は、近年減少傾向が続き、平成18年に359人になりま

したが、平成28年には400人となっています。

○ 近年、女性医師の占める割合が増加傾向にあり、平成28年には15.2％となっていま

すが、産婦人科医師は特に顕著で、26.0％が女性医師となっており、30歳代に限ると

48.9％、20歳代においては44.4％の割合となっています。

【北海道における年齢別・男女別産婦人科医師数】 （単位：人）

＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成28年）

男性 構成比（％） 女性 構成比（％）

24～29歳 18 10 55.6% 8 44.4%

30～34歳 52 25 48.1% 27 51.9%

35～39歳 40 22 55.0% 18 45.0%

40～44歳 49 28 57.1% 21 42.9%

45～49歳 43 31 72.1% 12 27.9%

50～54歳 55 48 87.3% 7 12.7%

55～59歳 46 42 91.3% 4 8.7%

60～64歳 48 43 89.6% 5 10.4%

65～69歳 31 30 96.8% 1 3.2%

70～74歳 5 5 100.0% 0.0%

75～79歳 8 8 100.0% 0.0%

80歳以上 5 4 80.0% 1 20.0%

合　計 400 296 74.0% 104 26.0%

年齢別
産婦人科医師数
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【北海道における医師総数・産婦人科医師数】

＊ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

○ 平成28年に北海道で就業している助産師は1,671人となっており、そのうち1,498人

（89.6%）が「病院・診療所」で就業しています。また、助産所に就業している助産

師は60人（3.6%）となっています。

○ 全国では、産婦人科医師数は微増していますが、道内では、産婦人科医師の不足等

により、分娩を取り扱う「病院・診療所」は減少しており、地域によっては、正常分

娩を行う産科医療を確保することが困難な状況となっています。

○ 道は、平成23年に「北海道周産期医療体制整備計画」（以下「整備計画」という。）

を策定し、第三次医療圏ごとに総合周産期母子医療センター（以下「総合周産期セン

ター」という。）を６か所、第二次医療圏に地域周産期母子医療センター（以下「地

域周産期センター」という。）を30か所認定し、整備計画を推進してきたところです。

○ 平成27年度の分娩数の割合は、総合・地域周産期センターが約38％、その他の病院

が約30％、診療所が約32％となっています。

【周産期センターの整備状況】 平成30年２月現在

○ 「指定」された総合周産期センターは、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び

看護師などの医療従事者を対象とした研修会を開催しており、圏域内の医療機関の連

携体制の構築や医療技術の向上が図られています。

○ 道では、平成13年から北海道周産期救急情報システムにより、総合周産期センター

などにおける妊産婦や新生児の受入情報を各医療機関や消防機関等へ提供していま

す。

＊１ 「指定」とは、総合周産期センターが、国の定める一定の要件（医療従事者や母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）などの病床

数）を満たし、北海道総合保健医療協議会の意見を踏まえ道が指定するもの。国の定める一定の要件を満たしていない医療機関につい

ては、その整備が図られるまでの間は「認定」として取り扱う。

区　分 主な機能 現状と課題

総合周産期センター
母体又は児におけるリスクの高
い妊娠に対する医療、高度な新
生児医療等の提供

・第三次医療圏ごとに原則１か所
・認定した６か所のうち、国の要件を
  満たす「指定」＊１は４か所

地域周産期センター
周産期に係る比較的高度な医
療の提供

・第二次医療圏に30か所認定
　（うち 分娩休止：３か所)
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○ 平成21年度から開始した周産期救急搬送コーディネーター事業では、北海道周産期

救急情報システムの日々の情報更新、患者を搬送する際の医療機関、消防機関との連

絡調整、妊産婦等からの病状や受診医療機関などについての電話相談を行っています。

○ 総合周産期センターでは対応が難しいハイリスクの胎児や新生児に対応するため、

平成19年９月に開設した北海道立子ども総合医療・療育センター（コドモックル）を

「特定機能周産期母子医療センター」として位置づけ、搬送患者の受け入れや全道の

医療従事者等を対象とした研修会の開催などを行っています。

○ 助産師外来は平成29年４月１日現在で11の第二次医療圏で33か所設置されていま

す。

○ このような状況を踏まえ「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平

成29年３月31日医政地発0331第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）に基づ

き「整備計画」を「医療計画（周産期医療体制）」に一体化した上で、医師の確保や

救急、災害医療など、他事業とより一層の連携を図りながら、周産期医療体制の整備

に取り組むこととしました。

２ 課 題

（総合周産期センター及び地域周産期センターにおける産婦人科医師の確保等）

総合周産期センター

認定を受けている総合周産期センターの指定を目指すとともに、これらのセンター

への産婦人科医師の優先的かつ重点的な確保が必要です。

地域周産期センター

産婦人科医師が一人体制の病院の解消や現在、分娩の取扱いを休止している病院の

再開に結びつけていくことが必要です。

また、地域周産期センターの機能が発揮されるまでの間、隣接する地域周産期セン

ター等へのアクセスの確保が必要です。

【産婦人科救急電話相談】　 電話番号　：　 ０１１－６２２－３２９９　（さんぷきゅうきゅう）

受付時間　：　 １９ 時 ００ 分 ～ 翌朝 ９ 時 ００ 分 （年中）

周産期救急情報システムと周産期救急搬送コーディネーター事業

北海道周産期

救急情報システム
（関係者用）

一般

住民

総合・地域

周産期センター

コドモックル

大学病院

一般の産科

医療機関等

・

消防機関

周産期救急搬送

コーディネーター

北海道救急医療 ・広域災害

情報システム（ｗｅｂ）

救急患者受入要請・受諾

救急患者搬送

ｗｅｂ

閲覧

救急患者

受入要請

応需情報

代行入力
救急患者

受入先連絡

応需情報

直接入力

受

診

救急患者

受入調整

受診先連絡

電話相談

応需情報

収集

ｗｅｂ

閲覧

受診・搬送の流れ
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（周産期医療従事者に対する研修機能の充実）

総合周産期センターは、それぞれの圏域において周産期医療従事者に対し研修会を

開催するとともに、現場の医療従事者のニーズを把握しながら、研修内容の充実を図

ることが必要です。

（総合周産期センター等のＮＩＣＵ等に長期入院している児童の療養・療育環境の充実）

新生児集中治療管理室（以下「ＮＩＣＵ」という。）等に長期入院している児童が

病状などに応じた望ましい環境で療養・療育されるよう、保健・医療・福祉サービス

が相互に連携した支援体制の充実が必要です。

３ 必要な医療機能

周産期医療体制の構築に当たっては、総合及び地域周産期センターを中心として、

三医育大学の協力を得ながら、医療機関間の連携、第三次医療圏間の連携（広域搬送・

相互支援体制の構築等、圏域を越えた母体及び新生児の搬送及び受け入れが円滑に行

われるための措置）等を推進するとともに、これまでのハイリスク分娩などに対する

取組以外にも、正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体制の確保や周産期

医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できる体制の確保が必要

です。

（正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携）

○ 正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等の分娩前後の診療を安

全に実施できる体制の構築が必要です。

○ ハイリスク分娩や急変時には地域周産期センター等へ迅速に搬送が可能な体制の構

築が必要です。

（周産期の救急対応が24時間可能な体制）

総合周産期センター、地域周産期センターを中心とした周産期医療体制による、24

時間対応可能な周産期の救急体制の確保が必要です。

（新生児医療の提供が可能な体制）

新生児搬送やＮＩＣＵ、ＮＩＣＵに併設された回復期治療室（以下「ＧＣＵ」とい

う。）及びＮＩＣＵ等の後方病室確保を含めた新生児医療の提供が可能な体制の構築

が必要です。

（ＮＩＣＵに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制）

周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できるよう、医

療、保健及び福祉サービスが相互に連携した支援体制の構築が必要です。

（周産期における災害対策）

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入

れや診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。



- 105 -

４ 数値目標等

５ 数値目標等を達成するために必要な施策

（総合周産期センター及び地域周産期センター等の整備）

○ 周産期医療に関する最先端の知識・技術が集積している三医育大学との連携を強

め、これらの大学から医師の優先的かつ重点的な派遣を受けながら、地域の医療資源

を最大限活用し、総合周産期センター等で周産期医療の提供に努めます。

○ 第三次医療圏内において、ハイリスク児やハイリスク分娩などに対応できるよう、

総合周産期センターに優先的かつ重点的に産婦人科医師を確保することなどにより、

機能の維持強化を図るとともに、認定を受けている２か所の総合周産期センターの指

定を目指します。

○ 第二次医療圏内において、24時間体制で周産期救急医療に対応する地域周産期セン

ターの中でハイリスク分娩等に対応する地域周産期センターに対し、産婦人科医師の

複数配置などを行い、産婦人科医師の優先的かつ重点的確保を図ります。

○ 総合周産期センターなどから、自家用車での妊産婦の冬期間の移動時間がおおむね

120分、移動距離がおおむね100㎞を超える地域＊１において、産科医療機能を確保す

る必要がある地域周産期センター等に対して、産婦人科医師の優先的な確保を図りま

す。

○ 産婦人科医師の勤務環境の改善を促し、医学生や研修医が産婦人科医師を志望する

インセンティブを高め、若い医師を育成するなど、産婦人科医師の増員を図るととも

に、地域枠制度の活用により産婦人科医師が一人体制の病院の解消に努め、現在、分

娩機能を休止している病院の再開に結びつけていくなど、より身近なところで安心し

て出産できる環境の整備を目指していきます。

＊１ 妊産婦の移動時間、移動距離をおおむね120分、おおむね100㎞の範囲内とする根拠：安全で安心して出産できる移動時間や移動距離

を検討したところ、妊産婦の居住地から自家用車での冬期間の移動時間がおおむね120分、移動距離がおおむね100㎞の範囲内に産科医

療機関が存在すれば、最低限、墜落分娩などの危険を避けることができると考え、文献学的考察を加えるとともに三医育大学の意見を

踏まえ設定したもの。

現状値 目標値（H35） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

分娩を取り扱う医療機関数
（か所）

15-49歳女性
10万人当たり

8.5 全国平均以上
現状より増加

（H26：8.7）

医療施設調査（静態）
［厚生労働省］
（平成26年）

18.5 全国平均以上
現状より増加
（H26：19.6）

北海道保健福祉部調査
（平成29年4月現在）

4 6
第三次医療圏に

1か所
北海道指定
（平成30年2月現在）

21 21
第二次医療圏に

１か所
北海道認定
（平成30年2月現在）

実 施 件 数 等 3.2 全国平均以下
全国平均以下

を維持
（H27：4.5）

救急搬送における医療機
関の受入状況等実態調査
（平成27年度）

新生児死亡率（千対） 出生数 1.0 全国平均以下
現状より減少

（H27:0.9）
平成27年人口動態調査
［厚生労働省］

周産期死亡率（千対）
出生数＋妊娠
満22週以降の
死産

4.1 全国平均以下
現状より減少

（H27:3.7）
平成27年人口動態調査
［厚生労働省］

妊産婦死亡率（10万対）
出生数＋死産
数

2.6 全国平均以下
全国平均以下

を維持
（H27：3.8）

平成27年人口動態調査
［厚生労働省］

母体・新生児搬送のうち現場滞在時間が30分以
上の件数(人口10万人当たり件数）

安 全 に 出 産
で き る 体 制

指標区分 指標名（単位）

体 制 整 備

産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の助
産師外来開設割合（％）

総合周産期母子医療センター(指定)の整備医療
圏数（第三次医療圏）

地域周産期母子医療センター整備医療圏数（第
二次医療圏）
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（搬送体制等の整備)

○ 北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活用し、妊

産婦や新生児のスムーズな周産期センターへの救急搬送体制の確保に取り組みます。

○ 分娩の取扱い休止等をしている地域周産期センターの機能が発揮されるまでの間、

隣接する地域周産期センター等との情報共有や搬送体制の整備などのアクセスの確保

に取り組みます。

（周産期医療従事者に対する研修機能の整備）

総合周産期センタ－において、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び看護師な

どの医療従事者を対象とした研修会を開催し、圏域内の医療機関の連携体制の構築や

医療技術の向上に努めます。

（助産師外来の開設等の取組）

身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科医師の負担軽減

につながることから、医療機関や関係団体と連携しながら、助産師外来＊１や院内助

産所の開設等を促進します。

（ＮＩＣＵ等に長期入院している児童への支援）

ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院を促進し、ＮＩＣＵ等の満床状態を解消

するための地域療育支援施設運営事業や在宅への移行促進・保護者等のレスパイトの

ための日中一時支援事業などに取り組みます。

（周産期における災害対策）

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や周産期

母子医療センター等の連携体制の確保を進めるなど、災害時における周産期医療体制

の構築に努めます。【関連：第３章第８節「災害医療体制」（P89）】

６ 医療連携圏域の設定

周産期医療に係る医療連携圏域は、妊産婦、胎児及び新生児のリスクや重症度に応

じて、それぞれ本計画に定める次の医療圏単位を基本とします。

総合周産期センター

母体又は胎児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療の提供が

できる総合周産期センターの整備を図る圏域を、第三次医療圏とします。

地域周産期センター

周産期に係る比較的高度な医療の提供ができる地域周産期センターの整備を図る圏

域を、第二次医療圏とします。

＊１ 助産師外来：助産師が医師と役割分担しながら自立して、妊産婦やその家族の意向を尊重しながら、健診や保健指導を行うもの。
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７ 医療機関等の具体的名称

【周産期母子医療センター（37施設）】 平成30年２月現在

＊ 周産期医療に係る医療機関名簿は、第８章別表により随時更新

( 認 定 年 月 日 )

道 南 南 渡 島 1 函館中央病院 総合 【 平成20年2月22日 】

2 市立函館病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

南 檜 山 3 北海道立江差病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

北 渡 島 檜 山 4 八雲総合病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

道 央 札 幌 5 市立札幌病院 総合 【 平成18年1月30日 】

6 天使病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

7 地域医療機能推進機構　北海道病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

8 ＮＴＴ東日本札幌病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

9 手稲渓仁会病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

10 北海道大学病院 地域 ( 平成23年3月30日 )

11 札幌医科大学附属病院 地域 ( 平成23年3月30日 )

12 北海道立子ども総合医療・療育センター 特定 ( 平 成 19 年 9 月 1 日 )

後 志 13 北海道社会事業協会小樽病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

南 空 知 14 岩見沢市立総合病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

中 空 知 15 滝川市立病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

16 砂川市立病院 地域 ( 平成16年12月13日 )

北 空 知 17 深川市立病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

西 胆 振 18 日鋼記念病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

東 胆 振 19 苫小牧市立病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

20 王子総合病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

日 高 21 総合病院浦河赤十字病院 地域 ( 平 成 25 年 4 月 1 日 )

道 北 上 川 中 部 22 ＪＡ北海道厚生連旭川厚生病院 総合 ( 平成13年10月1日 )

23 旭川赤十字病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

24 旭川医科大学病院 地域 ( 平成23年3月30日 )

上 川 北 部 25 名寄市立総合病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

富 良 野 26 北海道社会事業協会富良野病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

留 萌 27 留萌市立病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

宗 谷 28 市立稚内病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

オ ホ － ツ ク 北 網 29 北見赤十字病院 総合 ( 平成13年10月1日 )

30 ＪＡ北海道厚生連網走厚生病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

遠 紋 31 ＪＡ北海道厚生連遠軽厚生病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

32 広域紋別病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

十 勝 十 勝 33 ＪＡ北海道厚生連帯広厚生病院 総合 【 平成22年3月26日 】

34 北海道社会事業協会帯広病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

釧 路 ･ 根 室 釧 路 35 釧路赤十字病院 総合 【 平成15年7月31日 】

36 市立釧路総合病院 地域 ( 平成13年10月1日 )

根 室 37 町立中標津病院 地域 ( 平 成 25 年 4 月 1 日 )

総合周産期母子医療センター　計　 ６ 施設 【指定４】 （認定２）

地域周産期母子医療センター　計　 ３０ 施設（認定３０）

特定機能周産期母子医療センター １ 施設（認定１）

合　　　　　　　　　　　計 ３７ 施設　　　　 

指 定 年 月 日第三次
医療圏

第二次
医療圏

医　療　機　関　名 区分
【 】
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８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割

妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高めるこ

とから、市町村等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正しい知

識や定期的に歯科医療機関を受診することの必要性を啓発するための機会の確保に努

めます。

また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医療の

提供に努めます。

９ 薬局の役割

妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への適切な服

薬指導などに努めます。

10 訪問看護ステーションの役割

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医療機関

などと連携し支援を行います。

○ 心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよう、医療

機関や市町村等地域関係者と連携し支援を行います。

周産期医療連携体制

【分娩の取扱】

総合周産期母子医療センター
（高度・専門的な周産期医療の提供）

地域周産期母子医療センター
（専門的な周産期医療の提供）

一般の周産期母子医療施設
（正常分娩に対応する施設）

【対応が難しい新生児】

特定機能周産期母子医療センター
【北海道立子ども総合医療・療育センター】

（ハイリスクの胎児や新生児に対応する周産期

医療の提供）

【協力支援機関】

三医育大学

第三次

医療圏

第二次
医療圏

第一次
医療圏

妊産婦・新生児

救急搬送

コーディネーター

応需確認

受入要請

相
談

受

診

救

急

搬

送

要

請

救
急

隊

【療養・療育支援】

地域療育支援施設

日中一時支援施設

訪問看護ステーション

退

院

支

援

連

携

長期療養児

在

宅

支

援


